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Re’sume一

　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　propose　a　new　mathematical　model　for　predicting　the

amount　of　loan　at　public　libraries，　and　to　investigate　the　validity　of　the　model　by　using

statistical　data　on　public　libraries　at　Saitama　Prefecture　in　Japan．　The　model　is　L＝＝aCPexp

（一一　bC），　where　L　is　the　number　of　times　books　are　circulated　in　a　library，　C　is　the　number　of　books

held　at　the　library，　P　is　the　population　within　the　service　area，　and　a　and　b　are　parameters．　The

model　explains　well　statistical　variation　of　the　amount　of　loan　at　Saitama　Prefecture．　lt　can　be

said　that　the　result　shows　a　sort　of　“inverse　effect”　of　size　of　collection　or　population，　which　is

represented　by　exp　（一一一bC）　in　the　model，　on　the　increase　in　loan．　Also，　a　simple　simulation　based

on　the　model　is　tried　to　assess　the　effectiveness　of　new　sites　for　access．
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1．はじめに

　公共図書館の貸出延べ冊数（貸出回数）に関す

るマクロ的な計量モデルは，一般に，

　　L＝＝f（x，，　x，，　…　，　x，）　（1）

と表わすことができる。ここで，Lはある図書館

における一定期間の貸出延べ冊数，κ1，κ2，…，κp

はその貸出に影響を与える要因である。具体的に

アとして何らかの関数を設定してそのパラメータ

をデータから推定することにより，パラメータの

大きさ等を通じて，図書館の貸出に関する特性や

要因を分析することができる。また，このモデル

による貸出予測を公共図書館の建設計画や地域計

画に役立てることも可能である。
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規模要因を考慮した公共図書館の貸出に関する数量的モデル

　このため（1）式のモデルに対して数多くの研究

が積み重ねられてきた。そこでは，多くの場合，

線型回帰モデルあるいは対数線型回帰モデルが利

用されている。すなわち，

　　Li＝ao十aixii十a2cui2十…　　十ap　uip十Ei　（2）

あるいは，

　　log　Li＝　bo　十bixii　十　b2xi2　十　…　　十　bp　xip　十　ENi　（3）

であり，ここでしiは図書館iにおける貸出延べ冊

数，cuij（ブ＝1，…，p）は，図書館iにおける要因ブ

についての説明変数，εiとεiは図書館iにおける

誤差項（独自要因），αo，…，αp，bo，…，bpはパラ

メータである。

　実際にモデルには多種多様な説明変数が投入さ

れているが，大きく分ければ，それらは，蔵書冊

数や受入冊数などの図書館の内的な要因と，地域

の人口や教育水準などの外的な要因とに区分でき

る。後者の外的な要因を組み込む場合には，通常

その統計が地方自治体ごとに算出されるたあ，図

書館ではなく，都道府県あるいは市区町村を単位

とした分析がおこなわれる。

　このような研究は欧米においていくつか試みら

れているが1），我が国においても，類似の分析例は

数多い（例えば，糸賀2）や岸田3），春日部4），岸田・

佐藤5）など）。また，図書館計画あるいは経営分析

のために，回帰分析が試みられる例もある6）。さら

に時系列的な要素を明示的に加えた研究例として

田村7）がある。そこでの主な結果は，蔵書冊数や

受入冊数などの説明変数間には高い内部相関があ

り，それらはまた，被説明変数である貸出延べ冊

数とも高い相関があって，その変動をかなりの程

度説明することが可能というものである。

　以上のような（2）式あるいは（3）式を用いた研

究の不十分な点の1っは，これらが理論的に導出

されたモデルというよりも，データを従来的な回

帰分析などの統計的手法（あるいは統計パッケー

ジ）に機械的に「ほうり込んだ」ものという印象

を拭いされない点にある。もちろん，上記の諸研

究の中にはモデル構築に主たる関心があるわけで

はないものも含まれているし，また，回帰モデル

を利用する場合にも，どのような説明変数を投入

するかについては，理論的な根拠づけや検討がな

されるのが普通である。しかし，その理論的考察

は，モデルの構造自体までには十分に反映されて

いない。実証的な統計データを駆使してさまざま

な事実を明らかにし，公共図書館の貸出に関する

知見を増やしたという点で，上に掲げた諸研究が

評価されるのは妥当ではあるが，さらなる次のス

テップとして，（1）式についての探究が必要であ

ると考えられる。

　本稿では，（1）式に示されているfとして，（2）

式あるいは（3）式とは異なるモデルを演繹的に導

出し，その妥当性を簡単な実証的データによって

検証することを試みる。具体的には，まず第II章

において演繹的モデルを導出し，第III章で，埼

玉県市部の図書館データを使ったモデルの検証を

おこなう。そして，第IV章では，このモデルを利

用した簡単なシミュレーションを試み，モデルの

有用性を例示する。

II．貸出モデルの演繹的導出

　最初の基本的仮定として，筆者の以前の研究3）

と同様に，ある公共図書館の貸出延べ冊数の多寡

には，図書館の内的な要因だけではなく，図書館

の外的な要因も影響すると考える。もし仮に同一

の蔵書規模あるいはサービスの質を持つ図書館が

あった場合，そのサービス対象である人口規模が

異なれば，その大きな方の図書館における貸出延

べ冊数が他方のそれよりも多くなると考えるのは

妥当であろう。内部的要因を1と表記し，外部的

要因をEとかく。すなわちL＝f（1，E）である（な

お，煩雑さを省くたあ，これ以降添え字iを省略

する）。

　さらに，1，　Eはそれぞれ1＝g（Yl，…，Vm），　E＝h

（91，…，9n）のように数多くの他の要因の関数と捉

えることができる。例えば，前者は蔵書冊数や受

入冊数，開館時間，後者は定住人口や教育水準，

立地条件などの関数として考えることはこれまで

の研究成果1）～5）からすれば妥当であろう。しか

し，本研究では，これらの要因を詳細に取り上げ

るのではなく，前者を蔵書冊数C，後者を定住人

口Pで代表させることにしたい。

　これは，これまでの研究成果1）～5）に照らせば，
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Yl，…，Ymの間，あるいは91，…，gnの間には，か

なりの程度の内部相関が存在し，それぞれそのう

ちの1っを取り上げれば貸出延べ冊数の変動の

「近似的な」説明には十分と考えられるためであ

る。もちろん，開館時間や教育水準のように，直

感的には，それぞれ蔵書冊数や定住人口との相関

がそれほど高くないと予想される変数もある。し

かし，そのような変数を投入したとしても，マク

ロなレベルで見れば，それぞれの独自の寄与は比

較的小さく，蔵書冊数と定住人口のみを考慮する

モデルが1っの近似として十分である可能性が

高い。また，やや消極的な理由として，考慮する

変数が多くなると，演繹的な数学モデルの構築が

難iしくなるということもある。

　以上のような理由で，蔵書冊数と定住人口のみ

を説明変数とするモデルを1っの近似として，こ

れらの変数のみを取り上げることの不十分さを認

めた上で，そのモデルの構築を進めることとした

い。当然，本研究は，別の説明変数をも組み込ん

だ，より複雑なモデルの将来的な構築の可能性を

否定するものではない。

　さて，蔵書冊数と定住人口のみを取り上げると

した上で，次にこれらの間の関係を考察してみ

る。仮に，蔵書が1冊で利用者が1人のとき，そ

の人がそれを借りるとすると，貸出延べ冊数は1

冊である。次に，蔵書2冊，利用者2人で，その

2人とも両方借りるとすれば貸出延べ冊数は4冊

になる。したがって，CとPは相乗的効果を持つ

と考えるのが妥当であろう。少なくともこの場合

相加的な効果（C＋P）を想定するのは意味がない。

例えば，蔵書冊数1冊で利用者1人の場合に，貸

出延べ冊数を1＋1－2と計算する合理的な理由

を見出すことは難しい。もちろん，すべての利用

者がすべての蔵書を借り出すわけではないから，

定数αを掛けてαCPとすべきである（0〈α〈1）。

　しかし，CとPが大きくなれば，　しも無制限に

大きくなると考えるのは非現実的である。まず，

地理的な要因がある8）。つまり，人口規模Pが大

きくなるということは，人口密度には限界がある

から，人々の居住範囲がある程度広がることを意

味するが，アクセスポイントとしての図書館の数

をそれに応じて増やさない限り，居住場所から図

書館までの距離が遠くなるので，貸出回数が単純

にPに比例して大きくなるとは考えにくい。ま

た，いたずらにCが大きくなっても，我が国の出

版点数には限界があるので，その蔵書規模に応じ

た本（利用者の関心を惹く本）を量的に揃えるこ

とができるとも限らない。

　そこで，規模要因Sを導入して，それが大きさ

と逆の方向に作用するような「抑制」をモデルに

加える必要がある。このためには，減衰の効果を

表す非常に一般的な関数e－xを用いて，aCPe－s

とすることがまず考えられる。実際にSをどのよ

うに実測するかは大きな問題であるが，ここで

は，蔵書規模Cで代替させる（パラメータを付加

してbCとする）。もちろん，　Pや他の変数，ある

いはそれらの関数でも可能かもしれない。

　以上の考察から，モデルは，結局，

　　L＝aCPe－bC　（4）
となる（αとbはパラメータ）。これが本研究で提

案する最終的な貸出モデルである。

III．データによる実証

　ここではモデル（4）式の妥当性を簡単なデータ

を用いて実証する。データとしては（社）日本図

書館協会による『日本の図書館1994」9）を用い

る。入力の手間・誤りを省くため，磁気テープ版

を購入し，駿河台大学の大型計算機上でプログラ

ムを作成して必要なデータを抽出した。その後，

それをMS－DOSファイルに変換し，以下の処

理・分析はすべてMicrosoft社のExcel　for

Windows　95，およびそれに付属するVBA
（Visual　Basic　for　Applications）でおこなった。

　今回は，埼玉県の市部のみを対象とすることと

した（全部で42市）。埼玉県というわずか1っの

県に限定したのは，モデルの検証の第1段階とし

てまず対象地域を狭くしておき，万一モデルが不

十分であった場合にその原因を細かく探究できる

ようにと配慮したためである。そしてさらに，市

と町村ではその図書館や地域の状況・特性が多少

異なっていると考え，性質の異なる2っの集団を

混合して分析する危険を避けるために，あえて埼
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図1埼玉県における各市の蔵書冊数と蔵書1冊・人口1人あたり貸出延べ冊数によるプロット

玉県の町村部も分析の対象からはずすことにし

た。

　基本的な統計の概要を以下に示す。まず蔵書冊

数に関しては，最も多い市が大宮市で約79万冊，

最も少ない市が蓮田市で約7万冊，42市の平均

で約24万冊であった。次に貸出延べ冊数につい

ては，最も多い市が浦和市で約198万冊，最も少

ない市が加須市で約11万冊，平均で約49万冊

であった。なお，人口Pを扱うことから，データ

の単位は「図書館」ではなく，「市」となる。すな

わち，複数の館を持つ市の場合には，それらの蔵

書冊数と貸出延べ冊数を単純合計した。

　モデル（4）式は非線形であるため，このままで

はパラメータの推定などの分析が多少困難である

ことから，まず，モデル（4）式を，

　　L　一一v一一bC
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　　　　＝　ae
　　CP
と変形する。左辺は「蔵書1冊・人口1人あたり

の貸出延べ冊数」であり，右辺には，蔵書冊数C

のみが変数として残り，形式的には負の指数関数

となっている。そこで，埼玉県の42市の蔵書冊

数・貸出延べ冊数・定住人口のデータを用いて，

「蔵書1冊・人口1人あたりの貸出延べ冊数」を

縦軸（（5）式の左辺），蔵書冊数を横軸として，各

市のデータをプロットしてみる（図1参照）。

　図1のグラフは比較的きれいな負の指数曲線

を描いている。このことから，本稿におけるモデ

ルが，このデータに対しては，近似式としてある

程度妥当であると結論できよう。さらに，（5）式の

両辺を対数変換すれば，log［L／（CP）］＝log　a－bC

となるから，パラメータαとbを最小2乗法で推

定することができる。これを実行したところ，

　d＝O．OOOO365430．．．，　b＝O．OOOOO30004．．．

であった（決定係数は0．63）。この決定係数は，貸

出密度（人口1人あたり貸出延べ冊数）を人口1

人あたり蔵書冊数で予測した場合よりも高く（こ

の場合の決定係数は0．50），先行研究の結果に照

らしても，説明変数が2個のモデルとしてはかな

り満足のいく結果である（例えば，拙稿3）では，蔵

書冊数，専門職比率，新聞頒布数，受入冊数，人

口密度，成長力指数，図書館面積，移動図書館数，

世帯人員，独身者比率の10個もの説明変数を投

入し，貸出密度を予測した回帰モデルの決定係数

は0．81であった）。

IV．モデルの解釈とシミュレーション

　埼玉県の市立図書館の貸出延べ冊数の変動をモ

デル（4）式（あるいは（5）式）でかなり説明できた

ということは，埼玉県の市立図書館においては，

いわば「規模の反有効性」とも呼ぶべき要因（係

数e－bCに相当）が作用していることを意味して

いる。これはモデルの導出過程で示したように，

蔵書の規模が大きくなるにつれて，蔵書冊数の増

加の効果が減衰していくことを意味している。さ
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らに，蔵書冊数と人口とに高い正の相関があるこ

とを考えれば（本稿のデータでは単相関係数

0．88），蔵書冊数Cは人口規模をも表していると

考えられるので，人口が大きくなればなるほど，

人口の増加の効果が減っていくと捉えることもで

きる。すなわち，（4）式は，

　　L＝aCPe－bP　（6）
とすることも可能である。

　特に埼玉県の市部の場合，図1が単峰形になっ

ていないことから，「規模」が小さいほど，「規模」

単位あたりの貸出量が多いという状況が一般的に

成立していることになる。このことから，なるべ

く図書館を分割し，1館あたりのサービス対象人

口を減らせば，貸出の量が増えるという結果が導

かれる。これは，図書館サービスを受けるにあ

たっての利用者の利便性を考えれば，妥当な解釈

として考えられよう。

　モデル（4）式を使えば，この効果を試算するこ

とが可能である。本章では，モデルの有用性を示

す1っの例として，かなり粗い仮定を置いた上

で，図書館数を増やした場合の有効性を試算して

みる。

　図1のデータの単位は「市」であるが，図書館

数の効果を調べるには，「図書館」を単位とした分

析が必要になる。もちろん，『日本の図書館』に

は，図書館単位のデータが掲載されているが，複

数の館を持つ市の場合，市全体の定住人口をそれ

らに割り当てることが難しいので，今回はこれを

使用しない。その代わりに，粗い近似ではあるが，

複数の館が設置されている市の場合には，その市

のL，Cの合計およびPをその図書館数で割り，

それを図書館1館のデータとしてモデルに投入

することによって，擬似的に，「市」ではなく「図

書館」を単位としたパラメータの推定を試みる。

例えば，ある10万人の人口を持つ市に2つの図

書館があって，その蔵書冊数がそれぞれ6万冊，

2万冊，貸出延べ冊数が3万冊，1万冊ならば，こ

の市には，奉仕人口が5万人（10÷2－5）で，蔵書

冊数が4万冊（（6＋2）÷2＝4），貸出延べ冊数が2

万冊（（3＋1）÷2－2）の図書館が2館あると考え

る。この例から，この方法がかなり粗いものであ

ることは明らかであるが，すでに述べたように，

人口規模を各館に割り当てる作業は難しく，その

割当に起因する誤差が混入する可能性もある。本

稿のここでの目的は，埼玉県の市部における厳密

な推計ではなく，むしろモデルの有用性（使い方）

の例示に比重があることから，とりあえず今回は

この方法を使って，簡単なシミュレーションを試

してみることにしたい。もちろん，各図書館の

サービス対象人口のより正確なデータ・推定値が

利用できれば，以下の推計の精度はより高くなる

わけであり，これは今後の課題としたい。

　上記の方法に従ってデータを作り直し，上と同

じ手順で最小2乗法によってパラメータを推定

すると，

　d　＝　O．OOOO64851．．．，　b　一　O．OOOOO5880．．．

となる（決定係数0．54）。これは，いちおう，図書

館を単位とした場合のモデル（4）式のパラメータ

と考えることができる。

　次に，1994年の時点で市内に1つの図書館し

か持っていない市（飯能市など24市）が，すべて

分館を1館ずつ建設していたと仮定する。これら

の市に関して，C，．Pを2で割り，モデル（4）式に

代入して，貸出延べ冊数を予測すれば，もし分館

を設置していたならば，どの程度，貸出延べ冊数

が増えていたかを1っのシミュレーションとし

て推計できる。Cを単純に2で割るということ

は，「市の全体としての蔵書冊数は不変のままで，

単に図書館数が多かったならどうなっていたか」

という問題を考えることを意味している（もし実

際に図書館数を増やせば，蔵書冊数Cも増加する

はずだが，ここでの推計はそのような状況を考え

るものではないことに注意）。

　この計算を試みた結果，これら24市における

1市あたりの平均貸出延べ冊数は，

　実際：　　　　　　　297，824．0冊

　シミュレーションの結果：314，996．0冊

であり，約5．8％の増加となることが試算された

（具体的には，モデルに従って個別に各市の予測

値を算出し，それを合計して24で割ることによ

り，平均貸出延べ冊数を算出している）。これがモ

デル（4）式より導かれる「アクセスポイントとし
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ての図書館数の増加」の効果である。なお，すで

に述べたように，実際に1つの分館を増設する場

合には，市全体の蔵書冊数はそれなりに増加する

であろうから，その時点までの蔵書冊数を単純に

2で割った数値を用いた場合の貸出延べ冊数の予

測値はかなりの過小評価になっていると考えられ

る。そこで，この推計を実際の図書館政策に役立

てるには，新図書館建設に伴う付随的な蔵書冊数

の増加を実情に応じて設定した上でモデル（4）式

を利用し，費用対効果分析等を試みることが必要

になる。

　もちろん，単館の市ばかりでなく，すでに複数

の分館を設置している市においても，利用者の利

便性の向上の観点からは，さらに分館を設置する

ことが望ましい。このような場合の試算にも，本

稿のモデルは当然利用可能である。

V．おわりに

　本稿では，公共図書館の貸出に関する独自の演

繹的モデルを作成し，埼玉県の公共図書館につい

て分析した。このモデルは説明変数として蔵書冊

数とサービス対象人口（定住人口）とを含み，そ

れらの規模に対応した減衰要因を組み込んでいる

点に特徴がある。実際のデータを使った分析の結

果，埼玉県の市部においては，このモデルがある

程度適合し　（図1参照），規模の反有効性と呼ぶ

べき効果が埼玉県の市部の公立図書館において作

用していることが明らかとなった。図1で示した

ような分布の形状は他の地域でも成り立つ可能性

があるものの，本稿で提示したモデルが埼玉県の

町村部あるいは他の地域でも近似式として妥当で

あるかどうかは今後の研究課題である。

　モデルに関しては，さらにパラメータを導入し

て一般化することも考えられる。例えば，パラ

メータd，kを導入して，　L＝αCdPlle－bCのように

すれば，説明力は確実に増すであろう。しかし，

この場合には，もはや古典的最小2乗法を適用す

ることはできないので，パラメータの推定の方法

の問題を解決しなければならない。さらに，第II

章で指摘したように，蔵書冊数・定住人口以外の

説明変数をモデルに組み込むことも将来的な課題

である。この場合には，モデルの演繹的導出過程

をかなり修正する必要が出てくる可能性がある。

　また，本稿ではモデル（4）式（あるいは（5）式）

の有用性を示すために，粗い仮定に基づくシミュ

レーションを試み，アクセスポイントとしての図

書館数の増加の効果について試算した。その結

果，1994年時点で単館のみを設置していた埼玉

県の市がそれぞれもし2館の図書館を持ってい

たならば，貸出延べ冊数は約5．8％増加していた

はずであると推定された。第IV章で再三指摘し

たように，この推計はいくつかの非現実的な仮定

に依拠しているため，信頼性の点では低く，かな

りの過小評価となっている可能性がある。そこ

で，もし将来的に本稿のモデルが認められた場

合，このシミュレーションの方法についても，精

緻化を進めていく必要があると考えられる。
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